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項目名（頁） 変更前 変更後 

Ⅰ序論 

２計画策定の方針

(P4) 

 

Ⅱ新市の概況 

 ２気候(P6) 

 

 

 

 

 

 ３面積(P6) 

 

 

 

 

 

 

 ４人口(P6) 

 

 

 

 

 

(3)計画の期間 

本計画の期間は、平成 17年度から平成 32年度までとします。 

 

  

 

（略） 

なお、気象庁が公表している 1981年から 2010年までの過去 30年

間における気象状況は、年平均気温 12.5℃、最高気温 37.6℃、最低

気温－11.3℃、年平均降水量 2,097.5 ㎜、年平均日照時間 1,472.2

時間となっています。 

【資料：気象庁鶴岡観測所データ】 

 

新市は、東西約43km、南北約56kmにおよび、総面積は1,311.51㎢

となります。 

土地の利用状況（平成24年利用区分別面積）をみると、森林が

956.97㎢で約73%、農用地が183.50㎢で約14%、宅地が33.60㎢で約３%

となっています。 

【資料：平成24年山形県統計年鑑】 

 

新市の人口は、昭和40年より減少基調にあり、昭和50年から昭和

55年にかけて増加したものの、再び減少し、平成22年の国勢調査で

は136,623人となっています。 

年齢三階層別人口の割合をみると、年々、年少人口が減少し老年

人口が増加する傾向があり、年少人口の構成比率は平成12年の

(3)計画の期間 

本計画の期間は、平成 17年度から令和 7年度までとします。 

 

 

 

（略） 

なお、気象庁が公表している 1990年から 2019年までの過去 30年

間における気象状況は、年平均気温 12.9℃、最高気温 38.7℃、最低

気温－11.6℃、年平均降水量 2,179.8 ㎜、年平均日照時間 1,396.6

時間となっています。 

【資料：気象庁鶴岡観測所データ】 

 

新市は、東西約43km、南北約56km におよび、総面積は1,311.53㎢

となります。 

土地の利用状況（平成30年利用区分別面積）をみると、森林が

959.37㎢で約73%、農用地が181.50㎢ で約14%、宅地が33.76㎢で約

3%となっています。 

【資料：平成30年山形県統計年鑑】 

 

新市の人口は、昭和40年より減少基調にあり、昭和50年から昭和

55年にかけて増加したものの、再び減少し、平成27年の国勢調査で

は129,652人となっています。 

年齢三階層別人口の割合をみると、年々、年少人口が減少し老年

人口が増加する傾向があり、年少人口の構成比率は平成12年の
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 ５世帯(P7) 

 

 

 

 

 

 表１(P8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.2％が、平成22年には12.8％に減少し、老年人口の構成比率は平

成12年の23.7％が、平成22年には28.7％と増加しています。また、

就業者人口は第一次産業就業者が一貫して減少し、第二次産業就業

者は平成7年までは増加していましたが、それ以降は減少傾向にあ

り、第三次産業就業者はほぼ増加傾向にありましたが、平成22年に

は減少に転じています。 

【資料：国勢調査】 

 

新市の世帯数は、核家族化の進展により年々増加し、昭和40年の

34,748世帯が平成22年には45,514世帯となり、対昭和40年比で３割

以上増加しています。 

【資料：国勢調査】 

 

 

表１ 人口と世帯の推移 

（単位：人、世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.2％が、平成27年には11.9％に減少し、老年人口の構成比率は平

成12年の23.7％が、平成27年には32％と増加しています。また、 

就業者人口は第一次産業就業者が一貫して減少し、第二次産業就

業者は平成7年までは増加していましたが、それ以降は減少傾向にあ

り、第三次産業就業者はほぼ増加傾向にありましたが、平成22年に

は減少に転じています。 

【資料：国勢調査】 

 

新市の世帯数は、核家族化の進展により年々増加し、昭和40年の

34,748世帯が平成27年には45,339世帯となり、対昭和40年比で３割

以上増加しています。 

【資料：国勢調査】 

 

 

表１ 人口と世帯の推移 

（単位：人、世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分  H17 H22 H27 

総 人 口  142,384 136,623 129,652 

総世帯数  45,493 45,514 45,339 

１世帯当たりの人員  3.13 3.00 2.86 

 

区  分  H17 H22 

総 人 口  142,384 136,623 

総世帯数  45,493 45,514 

１世帯当たりの人員  3.13 3.00 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

表２(P8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 年齢階層別人口 

（単位：人／％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 年齢階層別人口 

（単位：人／％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分  H17 H22 H27 

総 人 口 
 142,384 136,623 129,652 

 100.00 100.00 100.00 

年 少 人 口 

0～14歳 

 19,698 17,527 15,347 

 13.83 12.83 11.84 

生産年齢 人 口 

15～64歳 

 84,922 79,640 72,430 

 59.64 58.29 55.86 

年 少 人 口 

65歳以上 

 37,630 39,222 41,303 

 26.43 28.71 31.86 

年 齢 不 詳 
 134 234 572 

 0.09 0.17 0.44 

 

区  分  H17 H22 

総 人 口 
 142,384 136,623 

 100.00 100.00 

年 少 人 口 

0～14歳 

 19,698 17,527 

 13.83 12.83 

生産年齢 人 口 

15～64歳 

 84,922 79,640 

 59.64 58.29 

年 少 人 口 

65歳以上 

 37,630 39,222 

 26.43 28.71 

年 齢 不 詳 
 134 234 

 0.09 0.17 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

表３(P9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 産業（大分類別）１５歳以上就業者人口 

（単位：人／％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 産業（大分類別）１５歳以上就業者人口 

（単位：人／％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分  H17 H22 H27 

就業者合計 
 71,557 65,987 64,816 

 100.00 100.00 100.00 

第一次産業 
 7,656 6,566 6,095 

 10.70 9.95 9.40 

第二次産業 
 22,292 19,645 18,457 

 31.15 29.77 28.48 

第三次産業 
 41,463 39,298 39,089 

 57.94 59.55 60.31 

分類不能 
 146 478 1,175 

 0.20 0.72 1.81 

 

区  分  H17 H22 

就業者合計 
 71,557 65,987 

 100.00 100.00 

第一次産業 
 7,656 6,566 

 10.70 9.95 

第二次産業 
 22,292 19,645 

 31.15 29.77 

第三次産業 
 41,463 39,298 

 57.94 59.55 

分類不能 
 146 478 

 0.20 0.72 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

Ⅲ主要指標の見通し 

 １人口(P12) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）総人口 

国立社会保障・人口問題研究所では、南庄内の６つの市町村にお

ける人口は、平成22年の136,623人（国勢調査）から、平成32年には

122,805人に減少すると推計しております。 

こうした中、新市では、結婚に向けた活動への支援や妊娠・出産・

育児への切れ目のない支援のほか、若者の雇用促進や産業の振興、

良好な生活環境や教育環境の整備、さらには移住・定住の促進など、

総合的な少子化・人口減少対策を推進することにより今後５年間で

約1,600人の増効果を見込み、人口の減少傾向の緩和を図ります。 

平成32年の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所推計値にこ

うした増効果を加え、124,400人と見通します。 

 

（２）年齢別人口 

新市における年齢別人口は、平成32年には、以下のようになると

予測されます。 

年少人口については、総合的な人口減少対策の効果が期待される

ものの、少子化の基調が続き14,500人に減少し、構成比も11.7％に

低下するものと見込まれます。 

生産年齢人口については、新規雇用の創出や移住定住促進による

社会増に努めるものの、67,100人に減少し、構成比は53.9％となり

ます。 

老年人口は、総人口の減少傾向の中で、逆に42,800人と増加しま

す。構成比も34.4％に上昇し、人口構造の高齢化が一層進行するも

のと見通されます。 

（１）総人口 

国立社会保障・人口問題研究所では、南庄内の６つの市町村にお

ける人口は、平成27年の129,652人（国勢調査）から、令和7年には

113,800人に減少すると推計しております。 

こうした中、新市では、結婚に向けた活動への支援や妊娠・出産・

育児への切れ目のない支援のほか、若者の雇用促進や産業の振興、

良好な生活環境や教育環境の整備、さらには移住・定住の促進など、

総合的な少子化・人口減少対策を推進することにより、人口の減少

傾向の緩和を図ります。 

令和7年の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所推計値にこう

した増効果を加え、116,352人と見通します。 

 

（２）年齢別人口 

新市における年齢別人口は、令和7年には、以下のようになると予

測されます。 

年少人口については、総合的な人口減少対策の効果が期待される

ものの、少子化の基調が続き12,978人に減少し、構成比も11.2％に

低下するものと見込まれます。 

生産年齢人口については、新規雇用の創出や移住定住促進による

社会増に努めるものの、60,923人に減少し、構成比は52.4％となり

ます。 

老年人口は、総人口の減少傾向の中で、逆に42,451人と増加しま

す。構成比も36.5％に上昇し、人口構造の高齢化が一層進行するも

のと見通されます。 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２世帯(P13) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）就業人口 

就業人口は、総人口の減少と就業率の低下に伴い、平成32年には、

57,400人に減少すると見込まれます。 

この内、第一次産業は、就業者数、構成比とも減少し、それぞれ 

4,200人、7.3％となるものと見込まれます。また、第二次産業にお

いては15,500 人と就業者数が減少するとともに、構成比も27.0％に

低下するものと推計されます。更に、第三次産業については、就業

者数が37,700人に減少しますが、構成比は伸び、65.7％になるもの

と見通されます。 

 

世帯についても、人口の減少に伴い平成32年の普通世帯は43,800

世帯に減少するものと見込まれます。なお、1世帯当たり人員は2.73

人と推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）就業人口 

就業人口は、総人口の減少と就業率の低下に伴い、令和7年には、

54,200人に減少すると見込まれます。 

この内、第一次産業は、就業者数、構成比とも減少し、それぞれ

3,744人、6.9％となるものと見込まれます。また、第二次産業にお

いては13,851人と就業者数が減少するとともに、構成比も25.6％に

低下するものと推計されます。更に、第三次産業については、就業

者数が36,604人に減少しますが、構成比は伸び、67.5％になるもの

と見通されます。 

 

世帯については、人口は減少するものの、核家族等の増加により、

令和7年の普通世帯は47,470世帯に増加するものと見込まれます。な

お、一世帯当たり人員は2.36人と推計されます。 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 表１(P14) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注釈(P14) 

 

 

 

 

表１ 将来の人口、世帯数などの見通し 

（単位：人、世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※注１ 平成32年における総人口は、国立社会保障・人口問題研究所推計値の

122,805人に、新市における政策的増効果約1,600人を加えて推計した。 

※注２ 平成12年及び22年の数値は全て国勢調査の確定値による。 

※注３ 平成12年及び22年の年齢別人口に、年齢不詳分を加算していないため、

総人口とは一致しない。 

表１ 将来の人口、世帯数などの見通し 

（単位：人、世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※注１ 令和7年における総人口は、第2期鶴岡市まち・ひと・しごと創生総合戦

略における将来展望による。 

※注２ 平成22年及び27年の数値は全て国勢調査の確定値による。 

※注３ 平成22年及び27年の年齢別人口に、年齢不詳分を加算していないため、

総人口とは一致しない。 

区  分 平成 12 年 平成 22 年 平成 32 年 

総 人 口 147,546 136,623 124,400 

年齢別人口 

年少人口 

0～14 歳 

生産年齢人口 

15～64 歳 

老年人口 

65 歳以上 

 

22,446 

(16.8%) 

90,011 

(61.1%) 

35,020 

(23.7%) 

 

17,527 

(12.8%) 

79,640 

(58.3%) 

39,222 

(28.7%) 

 

14,500 

(11.7%) 

67,100 

(53.9%) 

42,800 

(34.4%) 

就業人口 

第一次産業 

 

第二次産業 

 

第三次産業 

 

74,997 

7,857 

(10.5%) 

26,700 

(35.6%) 

40,406 

(53.9%) 

65,987 

6,566 

(10.0%) 

19,645 

(29.8%) 

39,298 

(59.6％) 

57,400 

4,200 

(7.3%) 

15,500 

(27.0%) 

37,700 

(65.7%) 

普通世帯数 

１世帯当たり人員 

43,702 

3.50 

44,871 

2.96 

43,800 

2.73 

 

区  分 平成 22 年 平成 27 年 令和 7 年 

総 人 口 136,623 129,652 116,352 

年齢別人口 

年少人口 

0～14 歳 

生産年齢人口 

15～64 歳 

老年人口 

65 歳以上 

 

17,527 

(12.8%) 

79,640 

(58.3%) 

39,222 

(28.7%) 

 

15,347 

(11.8%) 

72,430 

(55.9%) 

41,303 

(31.9%) 

 

12,978 

(11.2%) 

60,923 

(52.4％) 

42,451 

(36.5％) 

就業人口 

第一次産業 

 

第二次産業 

 

第三次産業 

 

65,987 

6,566 

(10.0%) 

19,645 

(29.8%) 

39,298 

(59.6％) 

64,816 

6,095 

(9.4%) 

18,457 

(28.5%) 

39,089 

(60.3%) 

54,200 

3,744 

(6.9％) 

13,851 

(25.6％) 

36,604 

(67.5%) 

普通世帯数 

１世帯当たり人員 

44,871 

2.96 

44,779 

2.80 

47,470 

2.36 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ新市建設の基本方

針 

５ 土地利用の方針 

（P24） 

 

 

 

※注４ 平成32年の年齢別人口は、国立社会保障・人口問題研究所推計値に、政

策的社会増分の内の就業者については生産年齢に加え、それ以外については年

齢別人口比率等に基づき按分して推計した。また、少子化関連施策増加分は年

少人口へ、移住定住関連施策増加分は5分の1ずつを年少人口、老年人口に加え

て推計した。 

※注５ 平成12年及び22年の各産業別の就業人口には、分類不能の産業を加算し

ていない。 

※注６ 平成32年の就業人口は、政策的社会増分等を加味しながら、回帰式を適

用し推計した。 

※注７ 普通世帯とは、一般世帯から独身寮・下宿等の単身世帯を除いた世帯で、

平成32年の普通世帯数は、国立社会保障・人口問題研究所の山形県の推計値を

もとに、平成22年国勢調査の県における市の世帯数の割合を乗じ、これに政策

的増効果約600世帯を加えて推計した。 

※注８ 一世帯あたりの人員は、普通世帯人員を普通世帯数で除した人数である

ため、総人口とは一致しない。 

 

 

 

 

新市の行政区域は、東西約43㎞、南北約56㎞におよび、総面積は

1,311.51㎢です。平成24年の利用区分別土地利用の現況は、農用地

が183.50㎢で約14％、森林が956.97㎢で約73％、宅地が33.60㎢で約

3％、その他が137.44㎢で約10％となっています。 

 

※注４ 令和7年の年齢別人口は、第2期鶴岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略

における将来展望による。 

 

 

 

※注５ 平成22年及び27年の各産業別の就業人口には、分類不能の産業を加算し

ていない。 

※注６ 令和7年の就業人口は、回帰式を適用し推計した。 

 

※注７ 普通世帯とは、一般世帯から独身寮・下宿等の単身世帯を除いた世帯で、

令和7年の普通世帯数は、回帰式を適用し推計した。 

 

 

※注８ 一世帯あたりの人員は、普通世帯人員を普通世帯数で除した人数である

ため、総人口とは一致しない。 

 

 

 

 

新市の行政区域は、東西約43㎞、南北約56㎞におよび、総面積は

1311.53㎢です。平成30年の利用区分別土地利用の現況は、農用地

が181.50㎢で約14％、森林が959.37㎢で約73％、宅地が33.76㎢で

約3％、その他が136.90㎢で約10％となっています。 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

Ⅵ新市における 

県事業の推進 

２ 新市における山形

県事業（P50） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）県立病院の整備 

施設の老朽化や医療を取り巻く社会環境の変化に対応するため、県

立鶴岡病院の整備について検討を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

Ⅷ財政計画 

(P54) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政計画 

  別 紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成32年度 

地方税  13,896 

地方税交付税  19,868 

地方譲与税等  557 

国・県支出金  11,095 

地方債  6,300 

繰入金  1,498 

その他  7,115 

歳入合計  60,329 

人件費  10,407 

扶助費  11,826 

公債費  8,955 

投資的経費  7,000 

補助費等  3,826 

物件費  7,385 

積立金  52 

その他行政費  10,878 

歳出合計  60,329 

 

基金残高  4,921 

 

地方債残高  77,768 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財 政 計 画                               (単位：百万円) 

 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

地方税 15,340 14,950 14,900 15,170 14,870 14,730 

地方交付税 21,280 21,560 21,900 22,090 21,790 21,620 

地方譲与税等 3,850 3,880 3,950 3,950 3,970 3,970 

国・県支出金 32,160 12,770 12,580 12,470 12,540 12,620 

地方債 11,120 7,550 6,270 5,780 5,580 5,980 

繰入金 2,990 2,430 2,650 2,030 2,200 1,800 

その他 8,490 7,860 7,630 7,000 7,040 7,100 

歳入合計 95,230 71,000 69,880 68,490 67,990 67,820 

人件費 10,800 10,740 10,680 10,620 10,560 10,500 

扶助費 13,950 14,090 14,230 14,380 14,520 14,670 

公債費 7,810 8,550 9,000 9,250 8,860 8,630 

投資的経費 16,570 8,560 7,180 6,180 6,180 6,180 

補助費等 23,830 8,800 8,770 8,750 8,720 8,700 

物件費 9,160 8,500 8,460 8,420 8,300 8,260 

積立金 1,190 1,510 1,280 580 510 510 

その他行政費 11,920 10,250 10,280 10,310 10,340 10,370 

歳出合計 95,230 71,000 69,880 68,490 67,990 67,820 

       

基金現在高 15,460 14,540 13,170 11,720 10,030 8,740 

       

地方債現在高 82,130 81,420 78,960 75,760 72,740 70,340 

 

 

別 紙 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

Ⅰ 財政計画の説明 

(P55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ財政計画の説明 

１．基本的な考え方 

本計画は、平成27年度から平成32年度までの財政運営の指針とし

て示すものであり、その作成にあたっては、現行の行財政制度を基

本とするとともに、想定される財政上の影響額（変動要因）等に加

え、一般財源の節約に努めながら健全な財政運営が行えるよう留意

するものとします。  

 

２．計画延長の期間及び会計 

（１）期間  

東日本大震災に伴う合併市町村に係る地方債の特例に関する

法律に基づき、当初計画の最終年度である平成27年度から5カ年

延長し、平成32年度までを期間とします。 

 

 

（２）会計  

 本計画は、普通会計で作成します（普通会計とは、地方財政

統計上会計区分で、本市の場合、一般会計、休日夜間診療所特

別会計、墓園特別会計の各会計と後期高齢者医療保険特別会計

及び下水道事業会計の一部から構成されています。）。 

歳入・歳出それぞれ各科目に現況及びこれまでの実績、人口

推計等をもとに算出し、普通会計ベースで作成します。また、

建設計画に掲載する主要な事業の財源を裏付けるとともに、国

の財政支援措置等を勘案しながら作成します。 

Ⅰ財政計画の説明 

１．基本的な考え方 

本計画は、令和2年度から令和7年度までの財政運営の指針として

示すものであり、その作成にあたっては、現行の行財政制度を基本

とするとともに、想定される財政上の影響額（変動要因）等に加え、

一般財源の節約に努めながら健全な財政運営が行えるよう留意する

ものとします。  

 

２．計画延長の期間及び会計 

（１）期間  

東日本大震災に伴う合併市町村に係る地方債の特例に関する

法律の改正により合併特例債の発行可能期間が5年延長された

ことに伴い、当初計画の最終年度である令和2年度から５か年延

長し、令和7年度までを期間とします。 

 

（２）会計  

 本計画は、普通会計で作成します（普通会計とは、地方財政

統計上の会計区分で、本市の場合、一般会計、休日夜間診療所

特別会計、墓園特別会計の各会計及び後期高齢者医療保険特別

会計の一部から構成されています。）。 

歳入・歳出それぞれ各科目に現況及びこれまでの実績、人口

推計等をもとに算出し、各年度の最終予算計上ベースで作成し

ます。また、建設計画に掲載する主要な事業の財源を裏付ける

とともに、国の財政支援措置等を勘案しながら作成します。 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

Ⅱ 歳入・歳出の算出

の考え方 

(P55) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 歳入・歳出の算出の考え方 

１．歳 入 

① 地方税 

国が示した経済成長率及び国立社会保障・人口問題研究所に

よる将来推計人口をもとに計上した。 

 

② 地方交付税 

普通交付税では、投資事業の主な財源である地方債の償還額

を「公債費算入額」として反映し、その他行政経費等算入分に

おいては縮減傾向を見込んだ。また、合併算定替の段階的縮減

により、交付税総額は最大約40億円の逓減を予定して算出した。 

（算定替と一本算定との差額を段階的に縮減：H28‐▲10%、 

H29‐▲30%、H30‐▲50%、H31‐▲70%、H32‐▲90%、H33‐▲100%） 

特別交付税については、直近の地方財政計画をもとに、交付水

準が漸減するものとした。 

 

③ 地方譲与税等  

地方譲与税、県税交付金、地方特例交付金及び交通安全対策特

別交付金は、直近の地方財政計画をもとに固定して算出した。地

方消費税交付金については、平成25年度決算額に増税による影響

を加味し算出した。 

 

④ 国・県支出金  

（略） 

Ⅱ 歳入・歳出の算出の考え方 

１．歳 入 

① 地方税 

国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口、新型コ

ロナウイルス感染症の影響等を考慮して計上した。 

 

② 地方交付税 

普通交付税では、合併算定替の段階的縮減による最終的な影

響額を約18億円と見込み、縮減の最終年度である令和3年度にさ

らに1億8千万円減額になるものとしたほか、投資事業の主な財

源である地方債の償還額を「公債費算入額」として反映した。 

特別交付税については、直近の交付水準をもとに固定して算

出した。 

 

 

 

③ 地方譲与税等  

地方譲与税、県税交付金、地方特例交付金及び交通安全対策特

別交付金は、直近の交付水準をもとに固定するなどして算出した。

森林環境譲与税については、段階的な交付額の引上げを加味し算

出した。 

 

④ 国・県支出金  

（略） 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地方債  

合併特例期間においては、建設計画、総合計画に基づいて財政

措置の面で有利な合併特例債（充当率95％、交付税措置70％）を

主に活用し投資事業を実施する。これにより合併特例債の発行累

計額は、現時点では498.7億円（限度額）を見込んだ。また、特例

期間終了後は、可能な限り財政措置の有利な制度を活用し、新規

発行債は総額の抑制に努めるよう算出し計上した。 

 

⑥ 繰入金  

（略） 

 

⑦ その他  

分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、諸収入

については、近年の増減傾向を勘案して算出したものを計上した。 

 

 

 

 

 

２．歳 出 

①～③ 

（略） 

 

 

⑤ 地方債  

合併特例債（充当率95％、交付税措置70％）の発行期限が令和7

年度まで延長になった一方で、令和2年度以降の発行可能額が残り

約40億円であることを踏まえ、合併特例債以外の有利な起債（過

疎債、辺地債、緊急防災・減災事業債等）を活用できる事業は、

極力それを活用することとし、合併特例債以外の有利な起債がな

い事業に、優先的に合併特例債を活用することとして算出した。 

 

⑥ 繰入金  

（略） 

 

⑦ その他  

分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、諸収入

については、令和2年度を基準として、想定される増減傾向を勘案

して算出したものを計上した。寄附金について、ふるさと寄附金

の増収を見込んだ。 

 

 

 

２．歳 出 

①～③ 

（略） 
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項目名（頁） 変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 普通建設事業費 

公債費の推移などを考慮し、平成27年度から平成31年度までは

平成26年度当初予算並の75億円、合併特例債発行期限の平成32年

度は70億円と見込んだ。 

 

⑤ 補助費等 

近年の削減傾向を継続的なものとして見込んだ。 

 

 

⑥ 物件費 

近年の削減傾向を継続的なものとして見込んだ。 

 

 

⑦ 積立金 

運用基金については配当利子を積み立て、財政調整基金、減債

基金については収支状況を勘案し、可能であれば積み増しするも

のとして見込んだ。 

 

⑧ その他の行政経費 

維持補修費は平成26年度当初予算の水準をもとに計上し、投資

及び出資金、貸付金、操出金は漸減するものとして計上した。 

 

 

④ 普通建設事業費 

令和3年度にかけて、ごみ焼却施設及び一般廃棄物最終処分場整

備事業により高水準となるが、今後の公債費の負担等を考慮し、

令和5年度以降は、60億円程度として見込んだ。 

 

⑤ 補助費等 

今後の歳出改革の取組により、削減傾向を継続的なものとして

見込んだ。 

 

⑥ 物件費 

今後の歳出改革の取組により、削減傾向を継続的なものとして

見込んだ。 

 

⑦ 積立金 

運用基金については配当利子を積み立て、地方財政法の規定に

基づく決算剰余金の積立てを財政調整基金、特定目的基金等に行

うものとして見込んだ。 

 

⑧ その他の行政経費 

維持補修費、投資及び出資金、貸付金、操出金は、令和2年度を

基準として、想定される増減傾向を勘案して算出したものを計上

した。繰出金について、漸増を見込んだ。 

 

 


